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注  記  事  項 

 

（中間貸借対照表関係） 

 

１．固定資産の工事費負担金等の受入れによる圧縮記帳額（累計） 

電気事業固定資産                           

水力発電設備 

汽力発電設備 

送電設備 

変電設備 

通信設備 

業務設備 

事業外固定資産 

計 

９７，５１１ 

２９，６０１ 

５２，１１５ 

７，９２２ 

５５７ 

３３０ 

６，９８２ 

１６ 

９７，５２８ 

 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

 １，９４８，７４９ 百万円 

 

３．当社の総財産は社債の一般担保に供しております。 

社債（１年以内に償還すべき金額を含みます。） ７６４，５０１ 百万円 

 うち内債 ６６２，１１０ 百万円 

   外債 １０２，３９１ 百万円 

 

４．１年以内に期限到来の固定負債 

社債 

長期借入金 

計 

６０，０００ 

３２，４３６ 

９２，４３６ 

百万円 

百万円 

百万円 

 

５．未払税金には、次の税額が含まれております。 

法人税及び住民税 

事業税 

消費税等 

その他 

計 

１４，８５９ 

３，６３３ 

３，１２３ 

３２ 

２１，６４８ 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

 

６．偶発債務 

(1) 保証債務 

  イ．以下の会社の金融機関からの借入金に対する保証債務 

糸魚川発電㈱ 

㈱グリーンパワーくずまき 

㈱ドリームアップ苫前 

仁賀保高原風力発電㈱ 

㈱グリーンパワー阿蘇 

エクアドル資源ファイナンス㈱ 

㈱JP リソーシズ 

５，９４６ 

３，２４６ 

２，８９２ 

１，０５５ 

９５０ 

６０６ 

４０１ 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

ROI-ET Green Co.,Ltd. ３０２ 百万円 

苅田エコプラント㈱ １７５ 百万円 

   

   



－37－ 

   

   

  ロ．従業員の持ち家財産融資等による金融機関からの借入金に対する保証債務    

 ５，６４２ 百万円 

 

  ハ．仁賀保高原風力発電㈱の電力会社向け販売電力料収入 

（階段状単価適用）に対する保証債務    

 ２８１ 百万円 

 

   ニ．㈱グリーンパワーくずまきの電力会社向け販売電力料収入 

（階段状単価適用）に対する保証債務       

 

 

１０３ 百万円 

                            計 

 

２１，６０５ 百万円 

 

(2) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

    次の社債については、下記金融機関との間に金融商品に係る会計基準における経
過措置を適用した債務履行引受契約を締結し、債務の履行を委任しました。 

   しかし、社債権者に対する当社の社債償還義務は社債償還完了時まで存続します。 
政府保証第 19 回電源開発債券 

（引受先 ㈱みずほコーポレート銀行） 
１５，０７０ 百万円 

政府保証第 21 回電源開発債券 

（引受先 ㈱ユーエフジェイ銀行他） 
２０，０５０ 百万円 

政府保証第 28 回電源開発債券 

（引受先 ㈱東京三菱銀行） 
５０，２５０ 百万円 

 

 

 

 

（中間損益計算書関係） 

 

１．減価償却実施額                                   ６０，９５９  百万円 

有形固定資産 ５９，９９２ 百万円 

無形固定資産 ９６６ 百万円 

 

２．減損損失 

当社は、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基本として資産をグ

ルーピングしております（電気事業固定資産については事業部別、その他の固定資産

については主として地点別）。 

なお、これらの資産は減損の兆候がないため、減損損失を認識しておりません。 

   この他、事業外固定資産の使用見込みのない遊休資産は個別にグルーピングして回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,279 百万円）として雑損失に計上

しております。その内訳は土地 561百万円、建物 690 百万円、その他 27 百万円であり

ます。 

   当該遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却予定の資産

は当該売却予定価額、その他の資産については固定資産税評価額を合理的に調整した

価額等により適切に市場価格を反映した評価額を基に評価しております。 
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３．未処分利益 

平成 16 年 4月 1 日に合併した電発ホールディング・カンパニー㈱の未処分利益 604

百万円を含んでおります。 

 

 

 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

 

（有価証券関係） 
 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日現在） 

前事業年度 
（平成16年３月31日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で 

時価のあるものはありません。 

  子会社株式及び関連会社株式で 

時価のあるものはありません。 

子会社株式及び関連会社株式で 

時価のあるものはありません。 

 

 

 

 

（重要な後発事象） 

  タイ国カエンコイ２計画への出資 

当社は、タイ国でＩＰＰ事業を行う持株会社 Gulf Electric Public Co.,Ltd.（当

社が 49％出資）の 100％子会社であるGulf Power Generation Co.,Ltd.を通じてタイ

国カエンコイ地区においてガス火力発電事業に参画することとし、所要資金 4,425百

万バーツ（約 133 億円）を上限として、Gulf Electric Public Co.,Ltd.に対し出資す

ることを平成 16 年 9月 28 日の取締役会において決定しました。 

 本計画は、タイ国電力公社（ＥＧＡＴ）と Gulf Power Generation Co.,Ltd.との間

において締結されていたタイ国ボーノック地区、出力 734ＭＷの電力購入契約（ＰＰ

Ａ）をカエンコイ地区、出力 1,468ＭＷに変更するもので、上記取締役会決定をうけ

て平成 16 年 10 月 28日に変更契約の締結を行い、今後工事の進捗にあわせ 3年間にわ

たり出資を行うこととしております。 
 


